
平成 年度各会計歳入歳出決算を区議会の認定に付するにあたり、地方自治法第 条第

項の規定に基づき、当該会計年度中の各部門における主要な施策の成果を本書のとおり報告

します。

平 成 年 月 日

世田谷区長 保 坂 展 人
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作 成 基 準

１ 財政運営の概要

平成 年度の財政運営の概要について説明した。

２ 主要事業の説明

平成 年度の世田谷区新実施計画事業を対象とし、基本計画分野別政策に基づく取組みに沿って、構成する

事業（「施策」）ごとに説明した。

予算現額

表頭の施策の予算現額を記載した。

予算現額＝議決予算額＋前年度繰越事業費繰越額＋予備費充用額＋流用増△減額

決算額

表頭の施策の執行済額を記載した。特定財源がある場合は、収入済額を記載した。

翌年度繰越額

予算現額から決算額を差し引いた額のうち平成 年度への繰越額がある場合は記載した。

不用額又は財源増△減額

不用額については、予算現額から決算額及び翌年度繰越額を差し引いた額を記載し、財源増△減額につい

ては、特定財源ごとの予算現額と決算額との差引増△減額を記載した。

執行率又は収入率

小数点以下第２位を四捨五入で記載した。ただし、 ％以上については ％で表示した。

実績・目標達成度に対する評価等

表頭の施策の実績・目標達成度等に対する主管部の評価を記載した。

３ 予算の執行実績

予算説明書の項目に従って各会計ごとに歳入、歳出の執行状況を説明した。

予算現額、決算額

歳入、歳出とも「各会計歳入歳出決算事項別明細書」の目までの予算現額、決算額を記載した。

なお、下段に前年度決算額と今年度決算額、その差引増△減額並びに前年度対比をそれぞれ（ ）で併記

した。

収入率、執行率、前年度比

歳入、歳出とも小数点以下第２位を四捨五入で記載した。ただし、 ％以上については ％で表示し

た。

明細書参照ページ

歳入、歳出とも「各会計歳入歳出決算事項別明細書」の対応する款、項、目の記載ページを記載した。

収入の概要

予算説明書の節・細節に従って、予算現額に対する収入状況を具体的に説明した。

項目の番号は、電子計算管理番号を用いて記載した。



収入減説明

原則として予算現額に対する決算額の差、比較増△減額が△ 万円以上かつ収入率 ％未満の項目につ

いて、収入減の主な理由を説明した。

支出の概要

原則として予算説明書の目ごとの事業分類に従って、予算額の執行状況を説明した。

なお、「主要事業の説明」で既に述べた事業については、太字で表示した。

項目の番号は、電子計算管理番号を用いて記載した。

執行残額説明

原則として予算現額に対する決算額の差、差引残額 万円以上かつ執行率 ％未満の事業について、

残額が生じた主な理由を説明した。

４ 予算事業の所管部

平成 年 月 日組織改正後の所管部を表示した。



健康・福祉

Ⅰ 健康づくりの推進

生涯を通じた一人ひとりの健康づくりの推進 （世田谷保健所、総合支所）

科 目 予 算 現 額 決 算 額
不 用 額 又 は

財源増△減額

執行率又は

収 入 率

円 円 円 ％

（ 衛 生 費 ） 保 健 所 費

（ 衛 生 費 ） 公 衆 衛 生 費

特定

財源

国 庫 支 出 金 △

都 支 出 金

施策内容

誰もが健やかで心豊かに暮らせる地域社会の実現を図るため、子どもから高齢者まで、区民一人ひとり

のライフステージに応じた食育や自殺対策などのこころと体の健康づくりの推進、生活習慣病やがんなど

の発症予防、重症化予防に取り組む。

こころの健康づくりでは、①自殺対策の推進、②自殺やがん等による死別のために悲嘆している方への

支援 グリーフケア）の試行及び検討を行なう。また、がん対策では、（仮称）がん対策推進条例の制定と

ともに、①胃・肺・大腸・子宮・乳の つのがん検診結果の一元的管理による要精密検査の方の確実な受

診への結びつけ、②がん患者及び家族が気軽に利用できる相談窓口の設置及び個別の相談への対応を通し

た在宅療養を支える医療と福祉のネットワークの構築を図る。

施策の目標・実績等

計画目標

平成 年度状況 平成 年度末

こころの健康づくり支援

① ―

② ―

がん対策の推進

① ―

② がん検診結果の一元的管理と精度管理の強化

・大腸がんの実施

③ 在宅療養患者及び家族の支援についての検討

こころの健康づくり支援

① 自殺対策の推進

救急医療機関との連携実施 連携先 か所

② グリーフケア事業の試行・実施

がん対策の推進

① 仮称 がん条例の制定

② つのがんの一元的管理

③ 相談窓口の運営による在宅療養患者と家族の支援

平成 年度目標 平成 年度実績 目標達成度

救急医療機関との連携モデ

ル事業実施連携先
か所 か所 ％

がん対策の推進
世田谷区がん対策推進計画

に基づく事業の実施

世田谷区がん対策推進計画

に基づく事業の実施
％

年次別計画の進行状況

年次別計画

平成 年度計画 平成 年度実績

こころの健康づくり支援

① 自殺対策の推進

・救急医療機関との連携実施

連携先 か所増

② グリーフケア事業の実施

がん対策の推進

① がん対策推進計画に基づく取組み

② がん検診結果の一元管理と精度管理の強化

・子宮・乳がんの実施 （計 種）

③ 在宅療養患者及び家族の支援

・がん相談窓口の設置、運営

こころの健康づくり支援

① 自殺対策の推進

・既存の連携先（ か所）に加え、平成 年

度からの新たな仕組みによる救急医療機関

との連携実施に向けた準備

② グリーフサポート事業の実施

がん対策の推進

① がん対策推進計画に基づく取組み

② がん検診結果の一元管理と精度管理の強化

・子宮・乳がんの実施（計 種）

③ 在宅療養患者及び家族の支援

・がん相談窓口の設置、運営

主要テーマ（基本計画） 

決算額等を記載

詳細は、〔作成基準〕の

主要事業の説明

～ を参照

※当該事業単独での予

算額・決算額がない

場合はその旨を

に記載

政策名

施策名

施策の所管部名 
（先頭に記載の部が主管部） 

施策が目指す目標を記

載

※総合戦略の重点取組

みに関連する施策は

【総合戦略】と記載

年間の計画で、施策が

達成すべき目標の出発

点と到達点を記載

上記目標の平成 年度

における目標・実績・

目標達成度を記載

この施策の平成 年度

における取組み内容の

計画と実績を記載

※括弧書きは累積数値

※平成 年度に計画が

ない項目について

は、「－」で記載



健康・福祉

年次別計画に対する主な 年度実績の詳細

こころの健康づくり支援

① 自殺未遂者支援

・救急医療機関（三次救急医療機関）との連携事例 件

・新たな連携先協力医療機関の開拓のため、連携先を二次救急医療機関へと広げて負荷なく協力できる連携手法

（区の相談支援機関一覧（以下、「クローバーリーフ」という。）の配付協力依頼）の準備を行った。

② グリーフサポート事業

・世田谷区グリーフサポート検討会 回

・個別相談 件

・電話相談 件

・講座回数 回、参加者数 人

がん対策の推進

① がん対策推進計画に基づく事業の実施

・内視鏡による胃がん検診の導入 （平成 年 月）

② がん検診結果の一元管理と精度管理の実施（胃・肺・大腸・子宮・乳がん検診）

・がん検診精度管理データにおける精密検査受診率の目標値（乳がん検診 ％以上、その他の検診 ％以上）は、

胃・乳がん検診は上回り、子宮がん検診はほぼ同程度であったが、肺・大腸がん検診は下回った。

③ ア がん相談窓口の設置、運営

・実施回数 面接相談 回（うち、就労相談実施 回）、電話相談 回

・相談件数 面接 件（うち、就労相談 件）、電話 件

・がん対策推進委員会（学識経験者、医療関係者、福祉関係者、区民代表等で構成）を 回開催。

③ イ がん患者等支援

・平成 年度には世田谷区がん対策推進計画を踏まえ、区民が有効ながん治療を選択する一助として、区内に本

拠を置く信用金庫（ 社）と連携し「がん先進医療費融資制度」を開発するとともに、当該事業の円滑な実施に

向け、協定を締結した。加えて、平成 年 月の事業実施に向けて、同融資制度に対する「区医療費利子補給

制度」を準備するなど、がん患者等の支援の拡充を図った。

実績・目標達成度に対する評価等

① 実績・目標達成度に対する評価

自殺未遂者支援については、救急医療機関との連携が 件にとどまり、目標達成には至らなかった。その要因として

は、既に連携協力している救急医療機関（ か所）と同様の連携手法では医療機関側の負荷が大きいことが挙げられる。

そのため、負荷を減らす工夫として、救急搬送された自殺未遂者へ区の相談支援機関一覧「クローバーリーフ」を配付

するという新たな手法の平成 年度からの導入準備を行い、支援の充実に向けた取組みを進めることができた。

グリーフサポート事業については、さまざまな機会を通じ普及啓発を強化した結果、講演会の参加者や面接・電話相

談の利用者を増やすことができた。

がん検診については、受診機会の拡充や受診率向上を目指し、平成 年 月から地区医師会等と連携し、国の指針

に基づき内視鏡検査による胃がん検診を導入し検診の充実を図ることができた。がん検診精度管理における精密検査受

診率では、胃・乳がん検診の目標を達成し、子宮がん検診の目標も概ね達成できたが、肺・大腸がん検診は目標達成に

は至らなかった。

がん相談では、医療技術の進歩等により働きながら治療を続ける患者が増加傾向であることを踏まえ、社会保険労務

士と看護師による就労相談を年 回実施し、がん患者の治療と就労等の両立支援を充実することができた。

② 課題及び今後の進め方

自殺未遂者支援については、救急搬送される自殺未遂者を迅速かつ確実に区窓口を含む各種専門相談支援へつなぐた

め、区の相談支援機関一覧「クローバーリーフ」を分かりやすく作成することや配付の工夫に努める。また、クローバ

ーリーフが自殺未遂者の手に渡る機会を増やすために、より多くの救急医療機関に対して協力を働きかける。

グリーフサポート事業については、潜在する相談ニーズを発掘し、グリーフサポートの相談窓口につなげるため、が

ん相談等の区民の相談支援機関等との連携によるネットワークの構築を進め、より認知度を高めるよう努める。

がん対策については、引き続き、がん対策推進計画や新実施計画（後期）を踏まえ、がんに関する正しい知識の啓発

等を担う情報発信の拠点機能（ポータルサイト等）の整備を図るほか、がんの早期発見を促すため、がん検診での精密

検査の受診率向上をめざし、地区医師会等関係機関と連携して精度管理における受診勧奨の充実を図るための対応等を

検討する。

がん教育については、教育委員会と連携して、区立中学校での講話に加え、区立小学校での啓発活動の実施に向けた

検討を進める。

施策を構成する予算事業

予算事業名 所管課名

精神保健福祉相談 健康推進課

精神保健福祉推進 健康推進課

がん対策 健康推進課

の平成 年度実績に

ついて詳細を記載

施策の実績・目標達成度

に対する主管部の評価を

記載

施策を構成する予算事業

とその所管課を記載 
※当該事業単独での予算

額・決算額がない場合

はその旨を記載 

施策の目標を達成するた

めの課題及び今後の進め

方を記載
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平成 年度の財政運営の概要

財政運営の経緯

平成 年度の我が国経済は、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあり、景気は緩やかな回復が続

いた。しかしながら、都内及び区内の景況感においては、一部に改善が見られたものの、実質賃金や個人消費が伸び悩む

など、経済の好循環の実現が十分に進展していない状況となった。

このような経済情勢の中、世田谷区においては、新たな基本計画の 年目を迎えるとともに、新実施計画（前期計画）

の最終年度であることを踏まえ、子育て・若者支援、高齢者・障害者施策、災害対策の強化や自然エネルギーの活用など、

基本計画に掲げる重点政策について、計画目標達成に向け、積極的に展開することを基本に、区政運営に取り組んだ。

平成 年度の一般会計当初予算額は、歳入面では、利子割交付金や配当割交付金などの各種交付金の大幅な減などに

対応するため、 年ぶりに財政調整基金からの繰入れを行った。また、特別区税は、ふるさと納税による大きな減収を見

込みつつも、納税者数の増加等を踏まえ、微増としたほか、特別区交付金が基準財政需要額の伸びによる配分割合の増加

などにより増額、特別区債が小学校改築経費の増などに伴い増額となった。歳出面では、梅ヶ丘拠点整備の用地取得費が

減となったものの、小学校改築経費や玉川総合支所・区民会館の改築経費、私立保育園運営費等の子ども関連経費や社会

保障関連経費などが増加し、 億 万円、前年度当初予算比で 億 万円、 ％の増となった。その後、第

次補正では、保育施設運営費の増、障害者施設の防犯対策強化、小田急線駅周辺街づくりの整備、今後の大規模な公共

施設整備に備えた基金への積立てなど、合計 億 万円を計上した。また、第 次補正では、衆議院の解散に伴う

衆議院議員選挙及び最高裁判所裁判官国民審査の執行経費、 億 万円を計上した。第 次補正では、梅ヶ丘拠点整

備費や障害者自立支援給付費、特別区人事委員会勧告に基づく職員人件費の増などに対応するとともに、今後の大規模な

公共施設整備などの財政需要に備えた基金への積立てを行うため、合計 億 万円を計上した。この結果、平成

年度の一般会計最終予算額は、 億 万円となった。

これに対し、平成 年度の決算状況は、歳入では、特別区民税がふるさと納税による大きな影響を受けたものの、納

税者数の増などにより微増となったが、特別区たばこ税の減により、特別区税全体では前年度比で 億 万円の微減

となった。一方で、特別区交付金が普通交付金、特別交付金ともに増となり 億 万円増加したほか、国庫支出金

が 億 万円、都支出金が 億 万円、それぞれ増加した。歳出では、庁舎等建設等基金積立金及び玉川総合

支所・区民会館の改築経費の増などにより総務費が増加したほか、小学校改築経費の増などにより教育費が増加した。一

方、公園や道路の用地取得経費の減などにより土木費が減少した。

以上の結果、歳入・歳出の差し引きから、翌年度へ繰り越すべき財源を除いた実質収支は 億 万円となり、前

年度実質収支との比較となる単年度収支は△ 億 万円、実質単年度収支は△ 億 万円となった。

※ ページから ページまでの文章中の金額は、百万円未満を四捨五入した概数で説明した。

また、千円単位で記載している数値及び構成比については、表示単位未満を四捨五入しているため、差引額や合計額

等の数値が一致しない場合がある。



第 表 一般会計実質収支前年度比較

年 度

区 分

年度 年度

決算額 増減率 決算額 増減率

歳 入 総 額 Ⓐ
千円 ％ 千円 ％

歳 出 総 額 Ⓑ

歳 入 歳 出 差 引 額 Ⓐ － Ⓑ ＝ Ⓒ △

翌 年 度 へ 繰 越 す べ き 財 源 Ⓓ △ △

実 質 収 支 Ⓒ － Ⓓ ＝ Ⓔ △

単年度収支 Ⓔ－前年度Ⓔ＝Ⓕ △

財 政 調 整 基 金 積 立 て 額 Ⓖ △

地 方 債 繰 上 償 還 額 ※ Ⓗ

財 政 調 整 基 金 取 崩 し 額 Ⓘ

実質単年度収支 Ⓕ＋Ⓖ＋Ⓗ－Ⓘ＝Ⓙ △

※後年度の財政負担を軽減するため、任意に行った繰上償還額のみを計上する。

決算収支の状況

平成 年度一般会計の収支結果は、上記（第 表）のとおりである。

歳入総額は 億 万円で、歳出総額は 億 万円となった。前年度と比較して、歳入総額で 億

万円、 ％の増、歳出総額で 億 万円、 ％の増であり、前年度の増減率との比較では、歳入で ポイントの

減、歳出で ポイントの減となった。

歳入歳出差引額（形式収支）は 億 万円で、この額から翌年度へ繰り越す事業の財源 億 万円を差し引

いた実質収支は 億 万円となった。

また、実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は△ 億 万円となり、さらに、財政調整基金へ

の積立て額 億 万円を加えた実質単年度収支は△ 億 万円となった。



第 表 一般会計歳入決算前年度比較

年 度
区 分

年度 年度
差引増△減額

決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率

特 別 区 税
円 ％ ％ 円 ％ ％ 円

△ △

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金 △

配 当 割 交 付 金 △

株 式等 譲渡所 得割
交 付 金

△

地 方 消 費 税
交 付 金

△

自 動 車 取 得 税
交 付 金

地 方 特 例 交 付 金 △

特 別 区 交 付 金 △

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

△ △ △

分 担 金 及 負 担 金

使 用 料 及 手 数 料 △ △ △

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

財 産 収 入 △ △

寄 附 金 △ △

繰 入 金 △ △ △

繰 越 金 △

諸 収 入 △ △

特 別 区 債

合 計

歳 入

歳入決算は、上記（第 表）のとおりである。

決算総額は 億 万円で、前年度と比較して 億 万円、 ％の増となった。

主な増項目としては、特別区交付金が普通交付金、特別交付金ともに増となり 億 万円、 ％の増、都支出金

が保育施設の運営費や整備にかかる補助金の増などにより 億 万円、 ％の増、国庫支出金が臨時福祉給付金や

保育施設の運営費や整備にかかる補助金の増などにより 億 万円、 ％の増、株式等譲渡所得割交付金が東京都

からの交付額の増により 億 万円、 ％の増などとなっている。

一方、主な減項目としては、特別区税がたばこ税の減収などにより 億 万円、 ％の微減となったほか、諸収

入が土地開発公社貸付金返還金の減などにより 億 万円、 ％の減などとなっている。

各款の決算額構成比は、特別区税が ％（前年度 ％）、以下、特別区交付金 ％（同 ％）、国庫支出金

％（同 ％）、都支出金 ％（同 ％）、地方消費税交付金 ％（同 ％）、特別区債 ％（同 ％）、繰

越金 ％（同 ％）諸収入 ％（同 ％）、使用料及手数料 ％（同 ％）、分担金及負担金 ％（同 ％）

の順となっている。



第 表 一般会計歳入決算財源構成

区 分 一般財源 構成比 特定財源 構成比

特 別 区 税
円 ％ 円 ％

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税
交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

特 別 区 交 付 金

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

分 担 金 及 負 担 金

使 用 料 及 手 数 料

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

特 別 区 債

合 計

年 度 合 計

年度歳入合計 円

年度歳入合計 円

歳入決算における財源構成は、上記（第 表）のとおりである。

歳入総額 億 万円に占める一般財源の総額は、 億 万円で、その構成比は、 ％となり、前年

度の ％を ポイント上回った。

特定財源の総額は、 億 万円で、その構成比は、 ％となった。



第 表 平成 年度都区財政調整結果

・普通交付金

年 度

区 分

年度
決定額

年度決定額
差引増△減額 増減率

当初算定 再調整

基

準

財

政

収

入

額

特
別
区
税

特 別 区 民 税
千円 千円 千円 千円 ％

軽 自 動 車 税

特 別 区 た ば こ 税 △ △

小 計

利 子 割 交 付 金 △ △

配 当 割 交 付 金 △ △

株 式 等 譲 渡 所 得 割
交 付 金

△ △

地 方 消 費 税
交 付 金

△ △

自 動 車 取 得 税
交 付 金

△ △

地 方 特 例 交 付 金

地 方 揮 発 油 譲 与 税 △ △

自 動 車 重 量
譲 与 税

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

△ △

特 例 加 減 算 額 △ △ △

地方消費税交付金特例加算額 △ △

合 計 Ⓐ △ △

基
準
財
政
需
要
額

経 常 的 経 費

投 資 的 経 費 △ △

合 計 Ⓑ △ △

差 引 交 付 額 Ⓑ － Ⓐ

・特別交付金

区分 年度決定額 年度決定額 差引増△減額 増減率

災害等の特別の財政需要・財政収
入の減少

千円 千円 千円 ％

基準財政需要額で捕捉されなかっ
た財政需要

△ △

その他特別の事情

算定残（人口割） △ △

合 計



平成 年度都区財政調整の結果は、前頁（第 表）のとおりである。

平成 年度の世田谷区の普通交付金は、当初、基準財政収入額 億 万円、基準財政需要額 億

万円、差引交付額 億 万円と算定されたが、その後の再調整で、交付額は 億 万円に増額変更された。

前年度との対比では、 億 万円、 ％の増となった。

特別交付金は、災害等の特別の財政需要等による経費 万円、基準財政需要額で捕捉されなかった経費 億 万

円、その他特別の事情による経費 億 万円などが算定され、合計で 億 万円が交付された。

以上により、特別区財政調整交付金の決算額は、普通交付金と特別交付金を合わせた総額で 億 万円となり、

前年度と比較して 億 万円、 ％の増となった。

第 表【 】 一般会計歳出決算前年度比較

年 度
区 分

年度 年度
差引増△減額

決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率

議 会 費
円 ％ ％ 円 ％ ％ 円

△

総 務 費

民 生 費 △

環 境 費 △

衛 生 費

産 業 経 済 費 △

土 木 費 △ △

教 育 費

職 員 費 △ △

公 債 費 △

諸 支 出 金 △

予 備 費 － －

合 計

歳 出

歳出決算は、上記（第 表【 】）のとおりである。

決算総額は 億 万円で、前年度と比較して 億 万円、 ％の増となった。

主な増項目でみると、総務費が庁舎等建設等基金積立金、玉川総合支所・区民会館改築工事費の増などにより 億

万円、 ％の増、教育費が区立小学校改築工事費の増などにより 億 万円、 ％の増、環境費がごみ収集作

業経費の増などにより 億 万円、 ％の増、諸支出金が財政調整基金積立金の増などにより 億 万円、 ％

の増となっている。

一方、主な減項目は、土木費が公園や道路用地取得経費の減などにより 億 万円、 ％の減、職員費が退職手

当の減などにより 億 万円、 ％の減となった。

各款の決算構成比は、民生費 ％（前年度 ％）、職員費 ％（同 ％）、総務費 （同 ％）、教育

費 ％（同 ％）、土木費 ％（同 ％）、環境費 ％（同 ％）、衛生費 ％（同 ％）、公債費 ％（同

％）の順になっている。

なお、関係各款に職員費を含めた歳出決算前年度比較は第 表【 】に、平成 年度繰越事業執行状況は第 表に、平

成 年度繰越事業は第 表に、歳出決算性質別内訳は第 表に、それぞれ掲載している。



第 表【 】 一般会計歳出決算前年度比較（関係各款に職員費を含む）

年 度

区 分

年度 年度
差引増△減額

決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率

議 会 費
円 ％ ％ 円 ％ ％ 円

△

総 務 費

民 生 費

環 境 費 △

衛 生 費

産 業 経 済 費 △

土 木 費 △ △

教 育 費

公 債 費 △

諸 支 出 金 △

予 備 費 － －

合 計

第 表 平成 年度繰越事業（ 年度→ 年度）執行状況

事 業 名 予 算 現 額 執 行 額 執 行 率 差 引 残 額

明

許

費

繰

越

世田谷総合支所・出張所改築工事
円 円 ％ 円

北 沢 地 域 支 所 ・ 出 張 所 改 修

玉 川 地 域 区 民 施 設 改 修

烏 山 地 域 支 所 ・ 出 張 所 改 修

社 会 保 障 ・ 税 番 号 制 度 事 務

地域密着型サービス拠点等整備助成

臨 時 福 祉 給 付 金 支 給

臨 時 福 祉 給 付 金 等 支 給 事 務

自 転 車 等 駐 車 場 等 整 備

路面改良（世田谷・北沢・烏山）

路 面 改 良 （ 玉 川 ・ 砧 ）

公 園 用 地 買 収

公 園 ・ 身 近 な 広 場 改 修

建 築 物 耐 震 診 断 ・ 補 強 工 事



第 表 平成 年度繰越事業（ 年度→ 年度）

事 業 名 繰 越 額
財 源 内 訳

既収入特定財源 未収入特定財源 一 般 財 源

明

許

費

繰

越

公 共 建 築 保 全 業 務 の 推 進
円 円 円 円

砧総合支所・出張所改築工事

世 田 谷 地 域 区 民 施 設 改 修

北 沢 地 域 区 民 施 設 改 修

玉 川 地 域 区 民 施 設 改 修

防 災 施 設 整 備

区 民 健 康 村 施 設 整 備

総 合 運 動 場 施 設 整 備 工 事

道 路 側 溝 維 持 修 繕
（ 世 田 谷 ・ 北 沢 ・ 烏 山 ）

路 面 改 良 （ 玉 川 ・ 砧 ）

電線地中化共同溝整備（玉川・砧）

地 先 道 路 築 造 （ 玉 川 ・ 砧 ）

自 転 車 等 駐 車 場 等 整 備

橋 梁 新 設 改 良

公 園 新 設

公 園 用 地 買 収

公 園 ・ 身 近 な 広 場 改 修

事 業 名 予 算 現 額 執 行 額 執 行 率 差 引 残 額

明
許
費

繰

越

駅 周 辺 街 づ く り の 推 進
（ 鉄 道 跡 地 利 用 ）

円 円 ％ 円

民 家 園 改 修 工 事

繰

越

し

事

故

路 面 改 良 （ 玉 川 ・ 砧 ）

主要な生活道路築造（玉川・砧）

歩道整備（世田谷・北沢・烏山）

自 転 車 走 行 環 境 整 備 の 推 進

公 共 下 水 道 枝 線 建 設

河 川 ・ 水 路 整 備 （ 玉 川 ・ 砧 ）

合 計



第 表 一般会計歳出決算性質別内訳

年 度
区 分

年 度 年 度

決 算 額 構成比 増減率 決 算 額 構成比 増減率

性
質
別
内
訳

人 件 費
千円 ％ ％ 千円 ％ ％

△

行 政 運 営 費 △

投 資 的 経 費 △

合 計

歳出決算における性質別内訳は、上記（第 表）のとおりである。

人 件 費

決算額 億 万円は、前年度と比較して 億 万円、 ％の減である。構成比は ％となり、前年度

を ポイント下回った。

行政運営費

決算額 億 万円は、前年度と比較して 億 万円、 の増である。構成比は ％となり、前年

度を ポイント上回った。

投資的経費

決算額 億 万円は、前年度と比較して 億 万円、 ％の減である。構成比は ％となり、前年

度を ポイント下回った。

事 業 名 繰 越 額
財 源 内 訳

既収入特定財源 未収入特定財源 一 般 財 源

明
許
費

繰

越

建 築 物 耐 震 診 断 ・ 補 強 工 事
円 円 円 円

民 家 園 改 修 工 事

繰
越
し

事

故
障 害 者 通 所 施 設 建 設 工 事

合 計



第 表 特別会計決算収支前年度比較

年 度

区 分

年 度 年 度

決算額 増減率 決算額 増減率

国民健康保険事業会計

歳 入 総 額
円 ％ 円 ％

△ △

歳 出 総 額 △ △

歳入歳出差引額

後期高齢者医療会計

歳 入 総 額

歳 出 総 額

歳入歳出差引額 △

介 護 保 険 事 業 会 計

歳 入 総 額

歳 出 総 額

歳入歳出差引額

学 校 給 食 費 会 計 ※

歳 入 総 額

歳 出 総 額

歳入歳出差引額 △

次に、特別会計の決算収支は、上記（第 表）のとおりである。

国民健康保険事業会計

歳入総額は 億 万円、前年度と比較して 億 万円、 ％の減であり、歳出総額は 億 万

円、前年度と比較して 億 万円、 ％の減となった。

後期高齢者医療会計

歳入総額は 億 万円、前年度と比較して 億 万円、 ％の増であり、歳出総額は 億 万円、

前年度と比較して 億 万円、 ％の増となった。

介護保険事業会計

歳入総額は 億 万円、前年度と比較して 億 万円、 ％の増であり、歳出総額は 億 万

円、前年度と比較して 億 万円、 ％の増となった。

学校給食費会計

歳入総額は 億 万円、前年度と比較して 億 万円、 ％の増であり、歳出総額は 億 万円、

前年度と比較して 億 万円、 ％の増となった。

※中学校給食費会計から学校給食費会計に名称変更

以上が平成 年度財政運営の概要であり、次頁以降において主要事業及び予算の執行実績について説明する。


